別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：特別支援教育費　　目：特別支援教育振興費　　　
	事業名: 子ども自立支援トータルサポート事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

教育委員会　　特別支援教育課　特別支援教育係・自立支援教育
電話番号：058-272-1111（内3553・3555 ）

　　　　　　　      E-mail：c17783@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額： 20,797 千円（前年度予算額：22,053 千円）
	要求内容


	１　要求の内容


障がいのある子どもが社会的自立を目指すために各地域において特別支援教育ネットワークを構築し、就学前から高等学校卒業後までの一貫した支援を実施

（１）地域でつなぎ、支える特別支援教育システムの強化　                                                     

１）県、圏域の連携協議会の開催（教育、福祉、保健、医療、就労の連携）

２）地域の特別支援教育ネットワークの強化
３）特別支援教育コーディネーター研修の実施                                                                                                   

４）特別支援学校のセンター的機能の一層の充実（特別支援学校の教員が学校などを訪問し、相談、研修を実施、交流、関係機関連携）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 　

５）就学移行支援モデル事業(新規)                                                                              　　　  　　

　　　支援のスムーズな引継ぎ、早期発見等のための情報提供、幼稚園の支援の小学校への確実な引継ぎの実践研究を市町村へ委託
６）「支援籍」を活かした居住地校交流促進事業(新規)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
指定地域の小中学校に支援籍を設けることで居住地交流を促進

　　
（２）ニーズの多様化に応じたきめ細かい支援の充実　　

＜教職員の専門性の向上＞                                                                            　　

　１）特別支援学級の授業力向上（研究員による特別支援学級の授業力向上のための実践研究）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

   ２）センター校を中心とした専門性向上（障がい種ごとに設けたセンター校による
　　　 実践研究）　　　　　

（３）就労移行　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
１）「働きたい！応援団ぎふ」登録企業の拡大

２）高等部を有するすべての特別支援学校（盲・聾学校を除く）に企業内作業学習を導入（14校）

３）職場実習等でのサポート体制の充実（職業自立支援員の配置等）
	２　所要経費


（1） 地域でつなぎ、支える特別支援教育システムの強化　　　　　     10,089千円                            　   
（2） ニーズの多様化に応じたきめ細かい支援の充実                    2,649千円              
（3） 就労移行                                                      8,059千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	22,053
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	22,053

	要求額
	20,797
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,797

	決定額
	20,797
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,797


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　障がいのある子どもが社会的自立を目指すために各地域において特別支援教育ネットワークを構築し、就学前から高等学校卒業後まで子どものニーズに応じたきめ細かい支援ができるようにします。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	圏域の連携協議会開催
各圏域２回
	11回
（H24）
	（H  ）
	（H  ）
	11回
（H24）
	12回(H24)
	９２％

	支援方法に係るﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会議開催
	　９回
（H24）
	（H　）
	（H　）
	９回
（H24）
	９回
（H24）
	100％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（1） 就学前から高等学校卒業後までの一貫した自立支援
・県・圏域特別支援教育連携協議会の開催（県２回、６圏域　各２回）

・特別支援教育コーディネーター研修　　　（５圏域　各５回）
・専門相談支援員の派遣

（2） 各ライフステージに応じた自立支援

・就学前　３市町で早期発見・早期支援のモデル事業

・小中学校　支援方法の実践研究　　　ＮＰＯによる理解・啓発講習会

・高等学校　特別支援教育推進委員会開催（３回開催）ＨＰで成果公表

・特別支援学校　教育コンテンツの開発　展示会開催　ＨＰで成果公表


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　特別支援学校のセンター的機能の活用が進み、各地域の特別支援学校を中心とした特別支援教育体制が整いつつある。また、発達障がいの支援方法等、現場の教員のニーズに応じた実践研究を行うことができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・障がいのある子どもが自立するための就学前から高等学校卒業後までの一貫した支援体制の確立は、障がいのある子どもの保護者の願いである。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・市町村ごとの取組も進みつつあるが、その進捗状況の差も見られるため、県下のどこに居住していても均質なサービスを受けられるよう支援体制の整備を実施。
・一貫した支援体制の確立のため、地域における特別支援学校を中心とした特別支援教育体制の確立が必要であり、県として圏域ごとにその進行管理を行った。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・モデル地域、市町村をつくることで、具体的な支援体制のモデルを示し、他の地域、市町村に取組を広めた。



（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・県内において均一なサービスを提供するための、福祉、労働、保健と連携の推進。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
・子どもかがやきプラン推進委員会をはじめとし、支援体制の確立に係る保護者からの意見も多く、是非継続したい事業である。



